
為替週間展望＝ドル円は１４５円前後を中心とした振幅か

　　　　　　　　　　［５月５日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    4 月 28 日～ 5 月 2 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  143.64   145.92( 2)    141.97(29)    145.18   +1.51

ユーロ・ドル  1.1384   1.1425(28)    1.1266( 1)    1.1323   -0.0042

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    36,830.69    +1124.95     日本10年債利回り   1.269   -0.050

ダウ平均株価    40,752.96     +639.46     米10年債利回り     4.218   -0.018

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

５日　　スイス４月消費者物価指数

　　　　米４月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米４月ＩＳＭ非製造業景況指数

６日　　豪３月住宅建設許可件数

　　　　中国４月財新サービス業ＰＭＩ

　　　　スイス４月雇用統計

　　　　独４月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏４月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　英４月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏３月生産者物価指数

　　　　米３月貿易収支

　　　　カナダ３月貿易収支、カナダ４月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

７日　　ＮＺ第１四半期雇用統計

　　　　独３月製造業受注指数

　　　　ユーロ圏３月小売売上高

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、６－７日）政策金利

　　　　パウエルＦＲＢ議長記者会見

８日　　独３月鉱工業生産指数

　　　　独３月貿易収支

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利

　　　　米第１四半期非農業部門労働生産性指数、米新規失業保険申請件数

９日　　日本３月勤労者世帯家計調査

　　　　中国４月貿易収支

　　　　日本３月景気動向指数速報値

　　　　カナダ４月雇用統計

１０日　中国４月消費者物価指数、中国４月生産者物価指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は139円台後半まで下落した後に143円台半ばまで戻りを見せ

た。トランプ米大統領の発言や関税関連の報道でドル円は上下に振幅するものの、明確

なトレンドは出にくくレンジ相場となる可能性が高いとした。

　　　　

【日銀が２％の物価目標達成時期を１年先送り】

　4月28日の週のドル円は一時１４２円を割り込む場面が見られたが、１４２円近辺で

は底堅く、その後は上昇に転じている。トランプ関税に関しては、米中の関税交渉が進

展するとの期待感や各国との貿易交渉も徐々に妥協点を見いだせるとの観測なども市場

に落ち着きをもたらしつつある。また、5月1日にＮＹダウが８日続伸するなど、一時見

られた米国売りの動きが巻き戻されており、ドルも底堅い動きを見せている。
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　５月１日の日銀金融政策決定会合の結果発表で政策金利は、市場予想通りに据え置き

となった。今回発表された展望レポートでは、実質ＧＤＰ見通しについて、２０２５年

度を＋０．５％、２０２６年度を＋０．７％として、前回の＋１．１％、＋１．０％か

らいずれも下方修正した。消費者物価指数（除く生鮮食品）の見通しに関しては、２０

２５年度を＋２．２％、２０２６年度を＋１．７％として、それぞれ１月時点の＋２．

４％、＋２．０％から下方修正した。

　　

　植田日銀総裁の記者会見では、「各国の通商政策をめぐる不確実性は極めて高い」

「関税の影響で成長率は下振れ、物価も伸び悩みの状態に入る」「関税政策見極め、９

０日間の猶予期間がひとつのポイント」「関税の体系が決まっても、経済への影響は不

確実性が高い」「基調的物価が伸び悩んでいるときに、無理に利上げすることはない」

などと述べた。

　　

　展望レポートで２％の物価目標達成が１年先送りされたことになり、日銀会合は市場

の想定よりもハト派的との見方が広がった。早期の利上げ観測が後退したことで、１日

のドル円は１４４円台後半までドル買い円売りが進んだ。ＮＹ市場で、４月の米ＩＳＭ

製造業景況指数が市場予想を上回ると、１４５円台後半まで上昇した。２日の日本時間

午前、赤沢経済財政・再生相とベッセント米財務長官が２回目の関税交渉を行った。

「為替と安全保障の議論はなかった」と報じられたことも円安に寄与した。また、中国

が米国との関税交渉を検討と報じられたこともドル買い円売りにつながった。

　　

【５月のＦＯＭＣでは利下げは見送りか】

　　日米の経済指標やイベントとしては、５日に米４月サービス業ＰＭＩ確報値、米４

月ＩＳＭ非製造業景況指数、６日に米３月貿易収支、７日に米連邦公開市場委員会（Ｆ

ＯＭＣ、６－７日）政策金利、パウエルＦＲＢ議長記者会見、８日に米第１四半期非農

業部門労働生産性指数、米新規失業保険申請件数、９日に日本３月勤労者世帯家計調

査、日本３月景気動向指数速報値などがある。

　　

　４月３０日発表の米第１四半期ＧＤＰ速報値は前期比年率換算で－０．３％マイナス

に陥った。４月２９日の米３月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数は７１９．２万人

と市場予想の７５０．０万人を下回り、３０日の４月の米ＡＤＰ雇用者数は前月比６．

２万人増と、市場予想の１２．５万人増を下回った。

　　

　トランプ米大統領は米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）のパウエル議長に利下げ圧力を

かけているものの、今回のＦＯＭＣでは利下げは見送りとなる見通し。声明やパウエル

議長の記者会見で今後の景気見通しや利下げに関するヒントなどが出てくるかが注目さ

れる。

　　

　なお、６月のＦＯＭＣでの利下げ確率は１日の米ＩＳＭ製造業景況指数の発表前まで

は70％前後となっていた。同指標が市場予想を上回ったことで、52％前後に低下してい

る。トランプ関税の影響が本格的に数字に表れるのはこれからとなりそうだが、米経済

指標の悪化が相次ぐと６月の利下げ確率は高まりそうだ。

　　

　今後、ＦＲＢがいずれ利下げに動くとみられる一方で、日銀の利上げ観測は後退しつ

つある。市場では米国の年内の利下げ回数は３～４回前後と想定されている。一方で、

日銀は年内の利上げを見送るとの観測が高まりつつある。こうした中、ドル円は一時的

に戻りを見せるものの、長くは続きにくく、１４５円前後を中心とした振幅になりそう

だ。ドル円の目先の予想レンジは、142.00－148.00円。

　　

【ユーロドルは下落基調で推移か】

　欧州中央銀行（ＥＣＢ）は年内に２～３回の利下げが見込まれており、６月のＥＣＢ

理事会での利下げ確率は99％前後に達している。

　　

　ユーロドルは４月２１日に１．１５７０台まで上昇した後は軟調な推移に転じてい

る。トランプ関税関連のドル売りの動きが一服しつつある。テクニカル的にはボリンジ

ャーバンド＋１σを割り込み、ここが抵抗となっている。さらに５日移動平均線を下に

抜けており、目先は下落基調で推移するとみられる。

ユーロドルの目先の予想レンジは、１．１１００－１．１４００ドル。



　　

　ポンドドルも高値圏から下げに転じている。１．３４台まで上昇したものの、その後

は上値を抑えられている。英中銀（ＢＯＥ）による年内の利下げ回数見通しは４回前後

となっている。５月８日の英金融政策委員会（ＭＰＣ）では0.25％の利下げが見込まれ

ている。こうした中、ポンドドルも軟調な推移を見せるとみられる。ポンドドルの目先

の予想レンジは、１．３１００－１．３４５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、５日にスイス４月消費者物価指数、６日に

豪３月住宅建設許可件数、中国４月財新サービス業ＰＭＩ、独４月サービス業ＰＭＩ確

報値、ユーロ圏４月サービス業ＰＭＩ確報値、英４月サービス業ＰＭＩ確報値、ユーロ

圏３月生産者物価指数、７日にＮＺ第１四半期雇用統計、独３月製造業受注指数、ユー

ロ圏３月小売売上高、８日に独３月鉱工業生産指数、独３月貿易収支、英中銀（ＢＯ

Ｅ）政策金利、９日に中国４月貿易収支、１０日　中国４月消費者物価指数、中国４月

生産者物価指数などがある。
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